
県内の学校給食費無償化の状況について 資料１

本町における学校給食費の無償化については，新型コロナウイルス感染症対応地方創成臨時交付金を活用し，令和３年度に５か月分，令和４年度
に９か月分，令和５年度は全ての給食費について無償化を実施している。
他市町村における給食費無償化についても，物価高騰による保護者負担の増加に対応する等の理由により，年々実施市町村が増加している。

令和４年度
無償化実施
市町村

市町村 財源

北茨城市
（中学校のみ）

一般財源

潮来市 コロナ交付金

城里町 一般財源

大子町 一般財源

河内町 一般財源

令和４年度
一部期間無償化
実施市町村

市町村 無償化期間 財源

日立市 R5.1～R5.3 コロナ交付金

石岡市 R4.9～R5.3 コロナ交付金

常総市 R4.9～R4.12 コロナ交付金

稲敷市 R4.9～R5.3 コロナ交付金

八千代町 R5.1～R5.3 コロナ交付金

利根町 R4.6～R5.3 コロナ交付金

令和５年度
無償化実施
市町村

水戸市
（中学校のみ）

コロナ交付金

日立市 一般財源（ふるさと納税等）

北茨城市 一般財源

潮来市 その他

稲敷市 ふるさと納税等

城里町 一般財源

大子町 一般財源

河内町 一般財源

境町 ふるさと納税

利根町 コロナ交付金

令和５年度
一部期間無償化
実施市町村

石岡市 R5.9～R6.3
一般財源＋
コロナ交付金

結城市 R5.9～R5.12 コロナ交付金

八千代町 R5.7～R6.3 コロナ交付金

土浦市 R5.10～ 一般財源

鉾田市 R5.9～ 補助金等



学校給食費無償化における政府・国の動向について 資料２

学校給食費の無償化の実現に向けて，まず，学校給食費の無償化を実施する自治体における取組実態や成果・課題の調査，全国ベースでの学
校給食の実態調査を速やかに行い，１年以内にその結果を公表する。
その上で，小中学校の給食実施状況の違いや法制面等も含め課題の整理を丁寧に行い，具体的方策を検討する。

学校給食費の無償化の実現に向けて，まず，学校給食費の無償化を実施する自治体における取組実態や成果・課題の調査，全国ベースでの学
校給食の実態調査を速やかに行い，１年以内にその結果を公表する。
その上で，小中学校の給食実施状況の違いや法制面等も含め課題の整理を丁寧に行い，具体的方策を検討する。

こども未来戦略方針〔令和５年６月閣議決定〕こども未来戦略方針〔令和５年６月閣議決定〕

学校給食費の無償化については，こどもの健康や健やかな育ちを支える「食」にかかる経済的負担を軽減するといった効果があるものと認識
している。
検討スケジュールとしては，学校給食費の取り扱いについては，例えば公立中学校における完全給食の実施率は，高い県では100％であるが，

低い県では58.8％であるなど，自治体によってばらつきがあり，丁寧に検討を進めていく必要があるものと考えている。
このため，今後文部科学省において，アレルギー等により学校給食の提供を受けることができない児童生徒がいるなどの児童生徒間の公平性

の観点や，自治体等により学校給食費の平均月額に乖離があるなどの学校給食費の水準の観点，自治体等により実施されている保護者負担軽減
支援が異なるなどの負担の在り方の観点なども踏まえつつ，学校給食の実態の把握を行うこととしているものと承知している。
丁寧に進めていかなければならないため，現時点で期限を区切って議論することは想定されていないものと認識しているが，引き続きこども

家庭庁としても文部科学省と連携をしていきたい。
学校給食費の無償化に要する予算規模については，文部科学省からは制度設計によって幅が生じるものであることから，現時点において特に

試算をしたものはないと伺っている。

学校給食費の無償化については，こどもの健康や健やかな育ちを支える「食」にかかる経済的負担を軽減するといった効果があるものと認識
している。
検討スケジュールとしては，学校給食費の取り扱いについては，例えば公立中学校における完全給食の実施率は，高い県では100％であるが，

低い県では58.8％であるなど，自治体によってばらつきがあり，丁寧に検討を進めていく必要があるものと考えている。
このため，今後文部科学省において，アレルギー等により学校給食の提供を受けることができない児童生徒がいるなどの児童生徒間の公平性

の観点や，自治体等により学校給食費の平均月額に乖離があるなどの学校給食費の水準の観点，自治体等により実施されている保護者負担軽減
支援が異なるなどの負担の在り方の観点なども踏まえつつ，学校給食の実態の把握を行うこととしているものと承知している。
丁寧に進めていかなければならないため，現時点で期限を区切って議論することは想定されていないものと認識しているが，引き続きこども

家庭庁としても文部科学省と連携をしていきたい。
学校給食費の無償化に要する予算規模については，文部科学省からは制度設計によって幅が生じるものであることから，現時点において特に

試算をしたものはないと伺っている。

こども家庭庁大臣発言〔令和５年5月記者会見要旨〕こども家庭庁大臣発言〔令和５年5月記者会見要旨〕

就学後の支援策として，小中学校の給食費の無償化を含む党提言を子ども政策担当大臣に提出。就学後の支援策として，小中学校の給食費の無償化を含む党提言を子ども政策担当大臣に提出。

自民党「次元の異なる少子化対策」への挑戦に向けて（論点整理）〔令和５年３月〕自民党「次元の異なる少子化対策」への挑戦に向けて（論点整理）〔令和５年３月〕



学校給食食材購入に係る費用 資料３

財源 金額

学校給食費収入分 その他の財源 12,219,760円

R4.6～R5.3児童生徒学校給食費無償化分 新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金 30,131,880円

物価高騰分 新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金 6,154,898円

歳出 賄材料費 48,506,538円

令和４年度利根町予算（決算額）

歳入

財源 金額

学校給食費収入分（教職員のみ） その他の財源 5,060,000円

R5児童生徒学校給食費無償化分 新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金 37,191,000円

地元食材提供事業助成分 新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金 1,742,283円

学校給食費サンプル保存食助成分 一般財源 261,360円

物価高騰分 新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金 2,079,968円

歳出 賄材料費 46,334,611円

令和５年度利根町予算

歳入


